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第一部 【企業情報】
第１ 【企業の概況】
１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期

会計期間

自　平成18年
　　４月１日
至　平成18年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成19年
　　９月30日

自　平成20年
　　２月21日
至　平成20年
　　８月20日

自　平成18年
　　４月１日
至　平成19年
　　３月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　２月20日

 売上高 (千円) 4,692,6334,363,1714,314,7869,128,7067,781,131

 経常利益又は
 経常損失(△)

(千円) 867,967△937,7861,023,311139,999△2,571,772

 中間(当期)純利益又は
 中間(当期)純損失(△)

(千円) 492,176△1,246,2191,015,67858,611△3,132,461

 持分法を適用した場合
 の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

 資本金 (千円) 2,000,0002,000,0002,000,0002,000,0002,000,000

 発行済株式総数 (千株) 5,184 5,106 5,106 5,121 5,106

 純資産額 (千円) 8,690,5396,676,6765,554,9698,112,1934,589,091

 総資産額 (千円) 13,423,25216,835,34316,995,42116,799,28216,614,241

 １株当たり純資産額 (円) 1,679.851,310.771,091.411,587.91 901.41

 １株当たり中間(当期)
 純利益又は１株当たり
 中間(当期)純損失(△)

(円) 94.67 △243.74 199.48 11.33 △613.00

 潜在株式調整後
 １株当たり中間
 (当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

 １株当たり配当額 (円) 10.00 10.00 10.00 20.00 15.00

 自己資本比率 (％) 64.7 39.7 32.7 48.3 27.6

 営業活動による
 キャッシュ・フロー

(千円) 369,637 870,928 138,983 404,0491,182,113

 投資活動による
 キャッシュ・フロー

(千円) △253,331△659,279△418,633△3,473,239△1,060,019

 財務活動による
 キャッシュ・フロー

(千円) △95,264△299,026 313,9633,160,604△237,826

 現金及び現金同等物の
 中間期末(期末)残高

(千円) 237,172 221,049 207,022 303,244 182,635

 従業員数
〔外、平均臨時
 雇用者数〕

(名)
251

〔117〕
229

〔109〕
227

〔108〕
250

〔124〕
227

〔108〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益の金額は、記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、また、第57期中間及び第

57期については１株当たり中間(当期)純損失が計上されているため記載しておりません。

４　当社は、平成19年６月28日開催の定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を３月31日から２月

20日に変更いたしました。従いまして、第57期は平成19年４月１日から平成20年２月20日までの10ヶ月と20日

間となっております。

　

EDINET提出書類

モリシタ株式会社(E00606)

半期報告書

 2/36



２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年８月20日現在

従業員数(名) 227〔108〕

(注)　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間期（平成20年２月21日から平成20年８月20日まで）のわが国経済は、米国のサブプライム
ローン問題に端を発した金融市場の混乱に加え、原油をはじめとする原材料価格の高騰は、諸物価の上
昇にもつながり個人消費の停滞感などから、景気の先行き不透明感は高まり、総じて景気は足踏み状態
から後退局面となりました。
　当寝装・インテリア業界におきましても、原材料費等コスト上昇の影響や、消費者の生活防衛意識の
高まりから購買意欲の低下が見られ、個人消費はますます冷え込み、引き続き厳しい経営環境となりま
した。
　このような状況のもと、当社は従来からの「消費者ニーズにあった良品安価な商品開発と営業力の強
化」のキャッチ・フレーズのもと、積極的な営業活動を展開しました。また引き続き、経営の基本方針
である「ローコスト経営」の継続と推進を実践し、収益力と営業基盤の強化に努めてまいりました。
　商品販売面では、今期も引き続き幅広く顧客に人気があり安定商品であるディズニー・キャラクター
関連商品を重点販売商品として積極的に拡販を図ってまいりました。またディズニー以外のキャラク
ター商品の販売も堅調に推移しております。また環境にやさしい“ソバ枕”等も根強い人気があり、そ
の販売もまた堅調に推移しておりますが、低反発枕や低反発ウレタンマットレス等の“健康機能商品
”は、一時のブームが去り、その反動で、未だに買い替え需要が低調であったことや、恒常的な競争激化
のため販売価格の低下等の影響が大きく、全体的には厳しい状況が続きました。
　不動産賃貸部門におきましては、保有のテナントビルについては空室も無くほぼ満室状態が続いてお
り、自社での直接管理業務と相まってビル管理収益は順調に拡大しております。
　これらの結果、売上高は43億14百万円となり、デリバティブ評価益の発生により経常利益は10億23百
万円となり、中間純利益は10億15百万円となりました。　
 

(2) キャッシュ・フロー

当中間期末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ24百万円（13.4％）増加し207百万
円となりました。
当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因はつぎのとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)
当中間期において営業活動の結果得られた資金は138百万円（前期比731百万円の減少）となりま
した。主な要因は、税引前中間純利益の計上1,022百万円、減価償却費141百万円に対してデリバティ
ブ評価益の889百万円、引当金の減少173百万円及び棚卸資産の増加72百万円等があったことによる
ものであります。
　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)
当中間期において投資活動の結果使用した資金は、418百万円（前期比240百万円の減少）となり
ました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出325百万円によるものであります。
　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)
当中間期において財務活動の結果得られた資金は、313百万円（前期は299百万円の支出）となり
ました。主な要因は、短期借入金315百万円増加等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当中間会計期間の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、

形式等は必ずしも一様でなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、生産規模及び受注規模を金額ある

いは数量で示すことはしておりません。

  

販売実績

事業の種類 販売高(千円) 前中間会計期間比(％)

寝装具事業 3,987,196 △2.0

その他の事業 327,590 10.5

合計 4,314,786 △1.1

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　販売事業部門としては、寝装具事業部門の単一事業部門であります。

　

３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課
題はありません。
　

４ 【経営上の重要な契約等】

特記すべき事項はありません。

　

５ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。

EDINET提出書類

モリシタ株式会社(E00606)

半期報告書

 5/36



第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備変更及び完了

前事業年度末に計画していた重要な設備の新設等について重要な変更並びに重要な設備計画の完了は

ありません。

　

(2) 重要な設備の新設等

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、ありません。

　

(3) 重要な設備の除却等

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,948,000

計 14,948,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

(平成20年８月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,106,684 5,106,684
ジャスダック証券
取引所

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 5,106,684 5,106,684― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年８月20日 ― 5,106,684 ― 2,000,000 ― 1,816,268
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(5) 【大株主の状況】
平成20年８月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

森　下　　　茂 大阪府豊中市 1,973 38.7

株式会社森茂興産 大阪府豊中市東豊中町3-14-1 968 19.0

森　下　賀代子 大阪府豊中市 173 3.4

森　下　茂　樹 大阪市北区 168 3.3

巽　　　春　二 大阪府箕面市 164 3.2

株式会社りそな銀行 東京都千代田区大手町1-1-2 135 2.6

森　下　雄二郎 大阪市中央区 130 2.6

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 110 2.2

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 108 2.1

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜4-5-33 100 2.0

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1-2-1 100 2.0

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町2-2-1 100 2.0

計 ― 4,231 82.9

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成20年８月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式 16,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,073,000 5,073 同　上

単元未満株式 普通株式 17,684 ― 同　上

発行済株式総数 5,106,684― ―

総株主の議決権 ― 5,073 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権1個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式969株が含まれております。

　

② 【自己株式等】
平成20年８月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

モリシタ株式会社
大阪市中央区
博労町１―８―８

16,000 ― 16,000 0.3

計 ― 16,000 ― 16,000 0.3
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２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 1,052 1,100 1,020 1,100 1,060 1,044

最低(円) 1,050 1,050 1,020 1,050 1,049 1,000

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成20年２月21日から平成20年８月20日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間(平成19年４月１日から平成

19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成20年２月21日から平成20年８月20日まで)の中間財務諸表に

ついて、近畿第一監査法人により中間監査を受けております。

　

３　決算期変更について

平成19年６月28日開催の定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を３月31日から２月20

日に変更いたしました。

従いまして、前事業年度は平成19年４月１日から平成20年２月20日までの10ヶ月と20日間となっており

ます。

　

４　中間連結財務諸表について

当社は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第２

条第２項の子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

モリシタ株式会社(E00606)

半期報告書

11/36



２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】
　

前中間会計期間末

(平成19年９月30日)

当中間会計期間末

(平成20年８月20日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 236,049 218,022 206,635

　２　受取手形 ※４ 664,349 159,383 753,184

　３　売掛金 1,229,510 1,568,055 1,026,112

　４　たな卸資産 2,049,717 2,155,604 2,082,987

　５　繰延税金資産 21,959 17,282 17,282

　６　その他流動資産 221,160 206,244 109,467

　７　貸倒引当金 △14,000 △13,000 △12,500

　　　流動資産合計 4,408,74726.2 4,311,59225.4 4,183,17125.2

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産 ※２

　　１　建物 ※１ 3,694,867 3,694,382 3,654,941

　　２　機械及び装置 76,950 62,501 69,860

　　３　車両運搬具 17,987 21,214 16,942

　　４　工具器具備品 144,052 203,090 232,791

　　５　土地 ※１ 5,579,663 5,755,427 5,579,663

　　　有形固定資産合計 9,513,52156.5 9,736,61557.3 9,554,19957.5

　(2) 無形固定資産 5,6770.0 5,6770.0 5,6770.0

　(3) 投資その他の資産

　　１　投資有価証券 ※１ 1,301,168 1,029,130 1,060,425

　　２　長期貸付金 1,309,593 1,635,470 1,536,270

　　３　役員保険積立金 196,504 202,633 199,268

　　４　その他投資 132,130 131,301 132,229

　　５　貸倒引当金 △32,000 △57,000 △57,000

　　　投資その他の
　　　資産合計

2,907,39717.3 2,941,53517.3 2,871,19317.3

　　　固定資産合計 12,426,59673.8 12,683,82974.6 12,431,07074.8

　　　資産合計 16,835,343100.0 16,995,421100.0 16,614,241100.0
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前中間会計期間末

(平成19年９月30日)

当中間会計期間末

(平成20年８月20日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 156,662 9,938 39,557

　２　買掛金 499,317 608,855 550,610

　３　短期借入金 2,280,000 2,900,000 2,585,000

　４　一年内返済予定
　　　長期借入金

175,000 652,300 569,300

　５　貸株担保金 876,823 677,439 761,117

　６　未払金 62,179 74,024 52,901

　７　未払消費税等 ※３ 30,555 25,435 57,655

　８　未払法人税等 12,456 25,300 17,573

　９　未払費用 307,781 345,406 334,027

　10　賞与引当金 31,590 32,770 32,480

　11　役員賞与引当金 ― 1,000 6,500

　12　金融派生商品 2,628,593 3,436,837 4,326,475

　13　その他 135,523 40,386 30,648

　　　流動負債合計 7,196,48342.7 8,829,69352.0 9,363,84756.4

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 2,000,000 1,557,800 1,530,700

　２　退職給付引当金 101,576 90,374 111,563

　３　役員退職慰労引当金 308,019 169,895 317,087

　４　預り保証金 500,505 617,688 512,056

　５　繰延税金負債 52,082 175,000 189,895

　　　固定負債合計 2,962,18317.6 2,610,75815.4 2,661,30216.0

　　　負債合計 10,158,66760.3 11,440,45267.3 12,025,15072.4

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　(1) 資本金 2,000,00011.9 2,000,00011.8 2,000,00012.0

　(2) 資本剰余金

　　１　資本準備金 1,816,268 1,816,268 1,816,268

　　　資本剰余金合計 1,816,26810.8 1,816,26810.7 1,816,26810.9

　(3) 利益剰余金

　　１　利益準備金 114,682 114,682 114,682

　　２　その他利益剰余金

　　　　固定資産圧縮
　　　　積立金

14,045 12,905 13,665

　　 　 別途積立金 3,400,000 300,000 3,400,000

　　　　繰越利益剰余金 △1,073,827 1,080,353 △3,010,626

　　　利益剰余金合計 2,454,90014.6 1,507,9418.9 517,7213.1

　(4) 自己株式 △13,920△0.1 △18,076△0.1 △16,076△0.1

　　　株主資本合計 6,257,24937.2 5,306,13331.2 4,317,913

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

419,4272.5 248,8351.5 271,177

　　　評価・換算差額等
　　　合計

419,4272.5 248,8351.5 271,1771.6

　　　純資産合計 6,676,67639.7 5,554,96932.7 4,589,09127.6

　　　負債・純資産合計 16,835,343100.0 16,995,421100.0 16,614,241100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 4,363,171100.0 4,314,786100.0 7,781,131100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 3,402,57278.0 3,237,64875.0 6,046,19477.7

　　　売上総利益 960,59822.0 1,077,13725.0 1,734,93722.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 903,83520.7 920,39121.3 1,671,19521.5

　　　営業利益 56,7621.3 156,7463.6 63,7410.8

　　　受取利息及び
　　　受取配当金

19,441 27,410 39,302

　　　為替差益 154,934 　― 210,297

　　　デリバティブ評価益 ― 889,637 ―

　　　雑収入 9,606 7,588 26,902

Ⅳ　営業外収益 183,9834.2 924,63721.4 276,5023.6

　　　支払利息 38,775 41,920 66,645

　　　為替差損 ― 3,325 ―

　　　デリバティブ評価損失 1,127,217 ― 2,825,099

　　　外為手数料 5,015 5,520 9,468

　　　雑損失 7,524 7,305 10,804

Ⅴ　営業外費用 1,178,53327.0 58,0711.3 2,912,01637.4

　　　経常利益又は
　　　経常損失(△)

△937,786△21.5 1,023,31123.7 △2,571,772△33.1

Ⅵ　特別利益 ※２ ― ― 6,538

Ⅶ　特別損失 ※３ 307,7127.1 1,0560.0 313,107

　　　税引前中間純利益
　　　又は税引前中間
　　　(当期)純損失(△)

△1,245,499△28.5 1,022,25523.7 △2,878,341△37.0

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

※４ 719 0.0 6,5760.1 12,7960.2

　　　法人税等調整額 ― ― ― ― 241,3223.1

　　　中間純利益又は中間
　　　(当期)純損失(△)

△1,246,219△28.6 1,015,67823.5 △3,132,461△40.3
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③ 【中間株主資本等変動計算書】
前中間会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 2,000,000 1,816,268 1,816,268

中間会計期間中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の取崩

　剰余金の配当

　中間純利益

　自己株式の取得

　自己株式の消却

　株主資本以外の項目の中間会計期間中
　の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― ―

平成19年９月30日残高(千円) 2,000,000 1,816,268 1,816,268

　

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産圧縮
積立金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 114,682 14,426 3,700,000△59,116 3,769,992

中間会計期間中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 △380 380 ―

　別途積立金の取崩 △300,000 300,000 ―

　剰余金の配当 △51,087 △51,087

　中間純利益 △1,246,219△1,246,219

　自己株式の取得 ― ―

　自己株式の消却 △17,785 △17,785

　株主資本以外の項目の中間会計期間中
　の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― △380 △300,000△1,014,711△1,315,091

平成19年９月30日残高(千円) 114,682 14,045 3,400,000△1,073,8272,454,900

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △13,920 7,572,340539,852 539,8528,112,193

中間会計期間中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

　別途積立金の取崩 ― ―

　剰余金の配当 △51,087 △51,087

　中間純利益 △1,246,219 △1,246,219

　自己株式の取得 △17,785 △17,785 △17,785

　自己株式の消却 17,785 ― ―

　株主資本以外の項目の中間会計期間中
　の変動額(純額)

△120,425△120,425△120,425

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― △1,315,091△120,425△120,425△1,435,517

平成19年９月30日残高(千円) △13,920 6,257,249419,427 419,4276,676,676
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当中間会計期間(自　平成20年２月21日　至　平成20年８月20日)
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成20年２月20日残高(千円) 2,000,000 1,816,268 1,816,268

中間会計期間中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の取崩

　剰余金の配当

　中間純利益

　自己株式の取得

　自己株式の消却

　株主資本以外の項目の中間会計期間中
　の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

平成20年８月20日残高(千円) 2,000,000 1,816,268 1,816,268

　

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産圧縮
積立金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成20年２月20日残高(千円) 114,682 13,665 3,400,000△3,010,626517,721

中間会計期間中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 △760 760 ―

　別途積立金の取崩 △3,100,0003,100,000 ―

　剰余金の配当 △25,458 △25,458

　中間純利益 1,015,6781,015,678

　自己株式の取得

　自己株式の消却

　株主資本以外の項目の中間会計期間中
　の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△760 △3,100,0004,090,980990,220

平成20年８月20日残高(千円) 114,682 12,905 300,0001,080,3531,507,941

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成20年２月20日残高(千円) △16,076 4,317,913271,177 271,1774,589,091

中間会計期間中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の取崩

　剰余金の配当 △25,458 △25,458

　中間純利益 1,015,678 1,015,678

　自己株式の取得 △2,000 △2,000 △2,000

　自己株式の消却

　株主資本以外の項目の中間会計期間中
　の変動額(純額)

△22,341 △22,341 △22,341

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△2,000 988,220 △22,341 △22,341 965,879

平成20年８月20日残高(千円) △18,076 5,306,133248,835 248,8355,554,969
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前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年２月20日)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 2,000,000 1,816,268 1,816,268

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の取崩

　剰余金の配当

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の消却

　株主資本以外の項目の事業年度中
　の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計(千円)

平成20年２月20日残高(千円) 2,000,000 1,816,268 1,816,268

　

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産
圧縮積立金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 114,682 14,426 3,700,000△59,116 3,769,992

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 △760 760 ―

　別途積立金の取崩 △300,000 300,000 ―

　剰余金の配当 △102,024 △102,024

　当期純利益 △3,132,461△3,132,461

　自己株式の取得

　自己株式の消却 △17,785 △17,785

　株主資本以外の項目の事業年度中
　の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計(千円) △760 △300,000△2,951,510△3,252,270

平成20年２月20日残高(千円) 114,682 13,665 3,400,000△3,010,626 517,721

　

株主資本 評価・換算価額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △13,920 7,572,340 539,852 539,852 8,112,193

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

　別途積立金の取崩 ― ―

　剰余金の配当 △102,024 △102,024

　当期純利益 △3,132,461 △3,132,461

　自己株式の取得 △19,941 △19,941 △19,941

　自己株式の消却 17,785 ― ―

　株主資本以外の項目の事業年度中
　の変動額（純額）

△268,675 △268,675 △268,675

事業年度中の変動額合計(千円) △2,156 △3,254,426△268,675 △268,675△3,523,102

平成20年２月20日残高(千円) △16,076 4,317,913 271,177 271,177 4,589,091
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー
　１ 税引前中間(当期)純利益 △1,245,499 1,022,255 △2,878,341
　２ 減価償却費 128,558 141,793 247,438
　３ 引当金増減(△)額 276,498 △173,091 326,443
　４ 受取利息及び受取配当金 △19,441 △27,410 △39,302
　５ 支払利息 38,775 41,920 66,645
　６ 投資有価証券売却益 ― ― △6,538
　７ 投資有価証券評価損 3,797 1,056 9,192
　８ デリバティブ評価益 ― △889,637 ―
　９ デリバティブ評価損失 1,127,217 ― 2,825,099
　10 売上債権の増(△)減額 94,958 51,858 209,521
　11 たな卸資産の増(△)減額 155,657 △72,615 122,386
　12 仕入債務の増減(△)額 25,000 28,626 △40,811
　13 その他 331,806 38,588 398,429
　　　 小　　　　　　計 917,329 163,343 1,240,161
　14 利息及び配当金の受取額 19,441 27,410 39,302
　15 利息の支払額 △38,775 △41,920 △67,330
　16 法人税等の支払額(△)又は
　　 還付額

△27,067 △9,850 △30,020

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

870,928 138,983 1,182,113

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー
　１ 定期預金の預入による支出 △48,000 △48,000 △88,000
　２ 定期預金の払戻による収入 95,000 61,000 126,000
　３ 有形固定資産の購入
　　 による支出

△668,647 △325,435 △828,515

　４ 長期貸付金の貸出に伴う
　　 支出

△76,600 △164,000 △336,276

　５ 長期貸付金の回収に伴う
　　 収入

46,000 64,800 79,000

　６ 投資有価証券の購入による
　　 支出

△7,031 △6,997 △19,716

　７ 投資有価証券の売却による
　　 収入

― ― 7,488

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

△659,279 △418,633 △1,060,019

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー
　１ 短期借入金の増減(△)額 △133,000 315,000 172,000
　２ 長期借入による収入 300,000 270,000 300,000
　３ 長期借入金の返済による
　　 支出

△352,500 △159,900 △427,500

　４ 社債償還による支出 △20,000 ― △20,000
　５ 貸株担保金返済による支出 △24,654 △83,678 △140,361
　６ 配当金の支払額 △51,087 △25,458 △102,024
　７ 自己株式の取得による支出 △17,785 △2,000 △19,941
　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

△299,026 313,963 △237,826

Ⅳ現金及び現金同等物に係る
　換算差額

5,182 △9,925 △4,876

Ⅴ現金及び現金同等物の
　増減(△)額

△82,194 24,387 △120,608

Ⅵ現金及び現金同等物の
　期首残高

303,244 182,635 303,244

Ⅶ現金及び現金同等物の
　中間期末(期末)残高

221,049 207,022 182,635
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

１　資産の評価基準及
び評価方法

　(イ)有価証券 その他有価証券
　時価のあるもの
中間決算期末日の市場
価格等に基づく時価法
を採用しております。
(評価差額は全部純資
産直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定するこ
とにしております。)

その他有価証券
　時価のあるもの

同左

その他有価証券
　時価のあるもの
決算期末日の市場価格
等に基づく時価法を採
用しております。(評価
差額は全部純資産直入
法により処理し、売却
原価は移動平均法によ
り算定することにして
おります。)

　時価のないもの
総平均法による原価法
を採用しております。

　時価のないもの
同左

　時価のないもの
同左

　(ロ)たな卸資産 商品　　総平均法による原価
法によっておりま
す。

製品　　同上
半製品　同上
原材料　同上

同左 同左

　(ハ)デリバティブ 時価法を採用しておりま
す。

同左 同左

２　有形固定資産の減
価償却の方法

　　　有形固定資産 建物(建物付属設備は除く)
①　平成10年３月31日以前

に取得したもの　　
旧定率法によっており
ます。

②　平成10年４月１日から
平成19年３月31日ま
でに取得したもの　　
旧定額法によっており
ます。

③　平成19年４月１日以降
に取得したもの
定額法によっておりま
す。

建物以外

①　平成19年３月31日以前
に取得したもの　　
旧定率法によっており
ます。

②　平成19年４月１日以降
に取得したもの　　
定率法によっておりま
す。

なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。

建物 15～50年

機械装置 ３～７年

建物(建物付属設備は除く)
①　平成10年３月31日以前

に取得したもの　　
旧定率法によっており
ます。

②　平成10年４月１日から
平成19年３月31日ま
でに取得したもの　　
旧定額法によっており
ます。

③　平成19年４月１日以降
に取得したもの
定額法によっておりま
す。

建物以外

①　平成19年３月31日以前
に取得したもの　　
旧定率法によっており
ます。

②　平成19年４月１日以降
に取得したもの　　
定率法によっておりま
す。

なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。

建物 15～50年

機械装置 ３～７年

建物(建物付属設備は除く)
①　平成10年３月31日以前

に取得したもの
旧定率法によっており
ます。

②　平成10年４月１日から
平成19年３月31日ま
でに取得したもの
旧定額法によっており
ます。

③　平成19年４月１日以降
に取得したもの
定額法によっておりま
す。

建物以外

①　平成19年３月31日以前
に取得したもの
旧定率法によっており
ます。

②　平成19年４月１日以降
に取得したもの
定率法によっておりま
す。

なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。

建物 15～50年

機械装置 ３～７年

　（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴
い、当中間会計期間よ
り、平成19年４月１日
以降に取得した有形固
定資産について、改正
後の法人税法に基づく
減価償却の方法に変更
しております。
これにより損益に与え
る影響は、軽微であり
ます。

　（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴
い、当事業年度より、平
成19年４月１日以降に
取得した有形固定資産
について、改正後の法
人税法に基づく減価償
却の方法に変更してお
ります。
これにより損益に与え
る影響は、軽微であり
ます。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

　（追加情報）

法人税法改正に伴い、
平成19年３月31日以前
に取得した資産につい
ては、改正後の法人税
法に基づく減価償却の
方法の適用により取得
価額５％に到達した事
業年度の翌事業年度よ
り、取得価額の５％相
当額と備忘価額との差
額を５年間にわたり均
等償却し、減価償却費
に含めて計上しており
ます。
これにより損益に与え
る影響は、軽微であり
ます。

　（追加情報）

法人税法改正に伴い、
平成19年３月31日以前
に取得した資産につい
ては、改正後の法人税
法に基づく減価償却の
方法の適用により取得
価額５％に到達した事
業年度の翌事業年度よ
り、取得価額の５％相
当額と備忘価額との差
額を５年間にわたり均
等償却し、減価償却費
に含めて計上しており
ます。
これにより損益に与え
る影響は、軽微であり
ます。

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　売上債権、貸付金の貸倒

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支出に備

えるため、将来の支給

見込額のうち当中間会

計期間負担額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支出に備

えるため、将来の支給

見込額のうち当期負担

額を計上しておりま

す。

(3)　　　――― (3) 役員賞与引当金
　　役員賞与の支出に備え
て、当中間会計期間に
おける支給見込額に基
づき計上しておりま
す。

(3) 役員賞与引当金
　　役員賞与の支出に備え
て、当事業年度におけ
る支給見込額に基づき
計上しております。

(4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計

期間末において発生し

ていると認められる額

を計上しております。

(4) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき、計上してお

ります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職により支給

する退職給与に充てる

ため、内規に基づく中

間会計期間末要支給額

を計上しております。

(会計方針の変更)

役員退職慰労金につい

ては、従来支出時に費

用処理する方法を採用

しておりましたが、当

中間会計期間より内規

に基づく期末要支給額

を役員退職慰労引当金

として計上する方法に

変更いたしました。

この変更は、平成19年

４月13日に日本公認会

計士協会監査・保証実

務委員会報告第42号

「租税特別措置法上の

準備金及び特別法上の

引当金又は準備金並び

に役員退職慰労引当金

等に関する監査上の取

扱い」が公表されたこ

とを契機として行った

ものであります。

また、当中間会計期間

における役員退職慰労

引当金繰入額4,104千

円は、販売費及び一般

管理費に計上し、過年

度相当額303,915千円

は、特別損失として計

上しております。

この結果、従来と同一

の基準を採用した場合

と比較して、営業利益、

経常利益は4,104千円、

税引前中間純利益は

308,019千円それぞれ

少なく計上されており

ます。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職により支給

する退職給与に充てる

ため、内規に基づく中

間会計期間末要支給額

を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職により支給

する退職給与に充てる

ため、内規に基づく期

末要支給額を計上して

おります。

(会計方針の変更)

役員退職慰労金につい

ては、従来支出時に費

用処理する方法を採用

しておりましたが、当

事業年度より内規に基

づく期末要支給額を役

員退職慰労引当金とし

て計上する方法に変更

いたしました。

この変更は、平成19年

４月13日に日本公認会

計士協会監査・保証実

務委員会報告第42号

「租税特別措置法上の

準備金及び特別法上の

引当金又は準備金並び

に役員退職慰労引当金

等に関する監査上の取

扱い」が公表されたこ

とを契機として行った

ものであります。

また、当事業年度にお

ける役員退職慰労引当

金繰入額13,172千円

は、販売費及び一般管

理費に計上し、過年度

相当額303,915千円は、

特別損失として計上し

ております。

この結果、従来と同一

の基準を採用した場合

と比較して、営業利益、

経常利益は13,172千

円、税引前当期純利益

は317,087千円それぞ

れ少なく計上されてお

ります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

４　中間キャッシュ・

フ ロ ー 計 算 書

（キャッシュ・フ

ロー計算書）にお

ける資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投

資からなります。

同左 キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現

金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資か

らなります。

５　その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項

　　 消費税等の会計処

理

税抜方式を採用しておりま

す。

同左 同左
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

項目
前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年８月20日)

前事業年度末
(平成20年２月20日)

※１　担保に供してい

る資産

千円

建物 38,907

土地 85,562

合計 124,469

千円

建物 33,351

土地 85,562

合計 118,913

千円

建物 34,420

土地 85,562

合計 119,983

対応する債務 対応する債務 対応する債務

上記担保は卸売団地協同組

合等に対する共同担保であ

り、対応する債務はありま

せん。

同左 同左

尚、投資有価証券50,160千

円は取引保証の担保に供し

ております。

ま た 、 投 資 有 価 証 券

1,136,877千円貸出に伴い

貸株担保金876,823千円を

受入れております。

尚、投資有価証券27,170千

円は取引保証の担保に供し

ております。

また、投資有価証券836,536

千円貸出に伴い貸株担保金

677,439千円を受入れてお

ります。

尚、投資有価証券33,825千

円は取引保証の担保に供し

ております。

また、投資有価証券933,949

千円貸出に伴い貸株担保金

761,117千円を受入れてお

ります。

※２　有形固定資産の

減価償却累計額
3,327,072千円 3,555,545千円 3,435,573千円

※３　消費税等の取扱

い

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、未払消

費税等として表示しており

ます。

同左 同左

※４　 中間期末日満期手形の会計

処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。

なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間期末日満

期手形が中間期末残高に含

まれております。

――― ―――

　受取手形　30,012千円

（偶発債務）

株式会社ピロランドについ

て金融機関からの借入に対

し416,800千円の債務保証

を行っております。

（偶発債務）

　　　　 ―――

（偶発債務）

株式会社森茂興産について

金融機関からの借入に対し

208,800千円の債務保証を

行っております。
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

※１　減価償却実施額

千円

有形固定資産 128,558

※１　減価償却実施額

千円

有形固定資産 141,793

※１　減価償却実施額

千円

有形固定資産 247,438

※２　特別利益

―――

 

※２　特別利益

  　　　　 　―――

※２　特別利益

千円

投資有価証券
売却益

6,538

※３　特別損失

千円
役員退職慰労引
当金繰入

303,915

投資有価証券評
価損

3,797

※３　特別損失

千円

投資有価証券評
価損

1,056

※３　特別損失

千円
役員退職慰労引
当金繰入

303,915

投資有価証券評
価損

9,192

※４　法人税等の表示方法

当中間会計期間における税金費用に

ついては、簡便法により計算してい

るため、法人税等調整額は、「法人

税、住民税及び事業税」に含めて表

示しております。

※４　法人税等の表示方法

同左

―――
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 5,121,684 ― 15,000 5,106,684

　
（変動事由の概要）

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　自己株消却による減少　15,000株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 12,969 15,000 15,000 12,969

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　市場からの取得による増加　　　　15,000株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　自己株消却による減少　15,000株

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 51,087 10平成19年３月31日 平成19年６月29日

　
(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月22日
取締役会

普通株式 利益剰余金 50,937 10平成19年９月30日 平成19年12月10日
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当中間会計期間（自　平成20年２月21日　至　平成20年８月20日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 5,106,684 ― ― 5,106,684

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 14,969 2,000 ― 16,969

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　市場からの取得による増加　　　　2,000株

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月16日
定時株主総会

普通株式 25,458 5.00平成20年２月20日 平成20年５月19日

　
(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年10月３日
取締役会

普通株式 利益剰余金 50,897 10.00平成20年８月20日 平成20年10月31日
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前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年２月20日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 5,121,684 ― 15,000 5,106,684

（変動事由の概要）

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　自己株消却による減少　15,000株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 12,969 17,000 15,000 14,969

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　市場からの取得による増加　　　　17,000株

　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　自己株消却による減少　15,000株

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 51,087 10.00平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年11月22日
取締役会

普通株式 50,937 10.00平成19年９月30日 平成19年12月10日

　
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月16日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 25,458 5.00平成20年２月20日 平成20年５月19日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 236,049千円

預入期間が３ヶ月
を超える積立預金

△15,000

現金及び
現金同等物

221,049

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 218,022千円

預入期間が３ヶ月
を超える積立預金

△11,000

現金及び
現金同等物

207,022

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 206,635千円

預入期間が３ヶ月
を超える積立預金

△24,000

現金及び
現金同等物

182,635

　

(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

該当事項はありません。 同左 同左
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(有価証券関係)
前中間会計期間末(平成19年９月30日)
その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

株式 601,433千円 1,300,478千円 699,045千円

時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額
その他有価証券

非上場株式 690千円

（注）　当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、3,797千円減損処理を行って
おります。
なお、当該有価証券の減損にあっては、当中間会計期間末の時価が帳簿価額に比べて50％以上下落
した銘柄についてはすべて減損処理を行い、30％以上50％未満下落した銘柄は時価の回復可能性
がないと認められる場合に減損処理を行っております。
　
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　
当中間会計期間末(平成20年８月20日)
その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

株式 613,714千円 1,028,440千円 414,726千円

時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額
その他有価証券

非上場株式 690千円

（注）　当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、1,056千円減損処理を行って
おります。
なお、当該有価証券の減損にあっては、当中間会計期間末の時価が帳簿価額に比べて50％以上下落
した銘柄についてはすべて減損処理を行い、30％以上50％未満下落した銘柄は時価の回復可能性
がないと認められる場合に減損処理を行っております。
　
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　
前事業年度末(平成20年２月20日)
有価証券
１　その他有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

区　　分

前事業年度
(平成20年２月20日)

取得原価
貸借対照表
計上額

差　額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

①株　式 438,959914,294475,334

②債　券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小　　計 438,959914,294475,334

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

①株　式 168,812145,440△23,372

②債　券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小　　計 168,812145,440△23,372

合　　計 607,7721,059,735451,962

２　時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額
その他有価証券

　非上場株式　　690千円

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
該当事項なし。
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(デリバティブ取引関係)

前中間会計期間末(平成19年９月30日)

　　　　通貨関連

種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

千ドル 千ドル 千円 千円

 為替予約等 302,845 263,465△2,628,593△2,628,593

(注)時価の算定方法

　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

当中間会計期間末(平成20年８月20日)

　　　　通貨関連

種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

千ドル 千ドル 千円 千円

 為替予約等 293,945 253,965△3,436,837△3,436,837

(注)時価の算定方法

　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

前事業年度末(平成20年２月20日)

　　　　通貨関連

種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

千ドル 千ドル 千円 千円

 為替予約等 314,135 273,655△4,326,475△4,326,475

(注)時価の算定方法

　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

(ストック・オプション等関係)

　前中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

　該当事項はありません。
　

　当中間会計期間（自　平成20年２月21日　至　平成20年８月20日）

　該当事項はありません。
　

　前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年２月20日）

　該当事項はありません。
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(持分法損益等)

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

当社には関連会社がないため、該当

事項はありません。
同左 同左

　

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

(１株当たり情報)

　
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

１株当たり純資産額 1,310円77銭１株当たり純資産額 1,091円41銭１株当たり純資産額 901円41銭

１株当たり中間
純損失

243円74銭
１株当たり中間
純利益

199円48銭１株当たり当期純損失 613円00銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年８月20日)

前事業年度末
(平成20年２月20日)

中間貸借対照表の純資産の
部の合計額

(千円) 6,676,676 5,554,969 4,589,091

普通株式に係る純資産額 (千円) 6,676,676 5,554,969 4,589,091

差額の主な内訳

普通株式の発行済株式数 (千株) 5,106 5,106 5,106

普通株式の自己株式数 (千株) 12 16 14

１株当たり純資産の算定に
用いられた普通株式の数

(千株) 5,093 5,089 5,091

３　１株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

中間純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) △1,246,219 1,015,678 △3,132,461

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― ―

普通株式に係る中間純利益
又は中間(当期)純損失(△)

(千円) △1,246,219 1,015,678 △3,132,461

普通株式の期中平均株式数 (千株) 5,112 5,091 5,110

　

(重要な後発事象)

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日)

――― ――― 　―――
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(2) 【その他】

平成20年10月３日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ)中間配当による配当金の総額………………50,897千円

(ロ)１株当たりの金額……………………………10円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成20年10月31日
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)
 

自己株券買付状況
報告書

報告期間
自　平成20年２月１日
至　平成20年２月29日

平成20年３月14日
近畿財務局長に提出。

(2)
 

自己株券買付状況
報告書

報告期間
自　平成20年３月１日
至　平成20年３月31日

平成20年４月23日
近畿財務局長に提出。

(3)
 

自己株券買付状況
報告書

報告期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年４月30日

平成20年５月９日
近畿財務局長に提出。

(4)
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第57期)

自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日

平成20年５月19日
近畿財務局長に提出。

(5)
 

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第57期)

自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日

平成20年５月22日
近畿財務局長に提出。

(6)
 

臨時報告書
 

事業年度
(第57期)

自　平成19年４月１日
至　平成20年２月20日

平成20年６月10日
近畿財務局長に提出。

(7)
 

自己株券買付状況
報告書

報告期間
自　平成20年５月１日
至　平成20年５月19日

平成20年６月19日
近畿財務局長に提出。

(8)
 

自己株券買付状況
報告書

報告期間
自　平成20年５月19日
至　平成20年５月31日

平成20年６月19日
近畿財務局長に提出。

(9)
 

自己株券買付状況
報告書

報告期間
自　平成20年６月１日
至　平成20年６月30日

平成20年７月15日
近畿財務局長に提出。

(10)
 

自己株券買付状況
報告書

報告期間
自　平成20年７月１日
至　平成20年７月31日

平成20年８月18日
近畿財務局長に提出。

(11)
 

自己株券買付状況
報告書

報告期間
自　平成20年８月１日
至　平成20年８月31日

平成20年９月16日
近畿財務局長に提出。

(12)
 

自己株券買付状況
報告書の訂正報告書

報告期間
自　平成20年８月１日
至　平成20年８月31日

平成20年９月17日
近畿財務局長に提出。

(13)
 

自己株券買付状況
報告書

報告期間
自　平成20年９月１日
至　平成20年９月30日

平成20年10月７日
近畿財務局長に提出。

(14)
 

自己株券買付状況
報告書

報告期間
自　平成20年10月１日
至　平成20年10月31日

平成20年11月７日
近畿財務局長に提出。

(15)
 

半期報告書
 

事業年度
(第58期中)

自　平成20年２月21日
至　平成20年８月20日

平成20年11月19日
近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

モリシタ株式会社(E00606)

半期報告書

34/36



独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年12月25日

モリシタ株式会社

取締役会　御中

近畿第一監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　岡　　野　　芳　　郎　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　伊　　藤　　宏　　範　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているモリシタ株式会社の平成19年４月１日から平成20年２月20日までの第57期事業年度の中間会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、モリシタ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項に記載のとおり、会社は役員退職慰労金を従来支出時の費用と

して処理していたが、当中間会計期間より役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年11月17日

モリシタ株式会社

取締役会　御中

近畿第一監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　岡　　野　　芳　　郎　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　伊　　藤　　宏　　範　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているモリシタ株式会社の平成20年２月21日から平成21年２月20日までの第58期事業年度の中間会

計期間(平成20年２月21日から平成20年８月20日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、モリシタ株式会社の平成20年８月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間(平成20年２月21日から平成20年８月20日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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